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1995 年の阪神・淡路大震災を契機として、災害情報を円滑に共有することの重要性が再認
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例えば、平成 28 年熊本地震の対応において、国立研究開発法人 防災科学技術研究所（以
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有するという情報支援活動を行っており、筆者も参加している（写真 1、写真 2、写真 3、
参照）。この活動の概要は、伊勢ら(2016) [11]や佐藤ら(2016) [12]に示されており、有効な
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写真 2 のホワイトボードによる情報整理 


















図 1 平成 28 年熊本地震の対応時に防災科研が実施した情報支援で活用された WebGIS 
（画像提供：防災科研） 
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写真 3 防災科研の情報支援活動によって提供された地図を活用している様子 
















写真 4 平成 29 年 7 月九州北部豪雨の対応時に大分県庁で活用されていた手書きの地図 
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第 4 章では、第 3 章に示した基礎自治体の多様性を踏まえ、基礎自治体がその特性を災
害情報システムに反映しながら、組織に定着していく過程について、高知県四万十町役場
を研究フィールドとしたアクションリサーチ1により明らかにする。四万十町役場に対して、

















































表 1 に災害情報システムの整備状況に関するアンケート調査の概要、図 2 にアンケー














表 1 災害情報システムの整備状況に関するアンケート調査の概要 
項 目 内 容 
調査名称 防災情報および災害情報の共有と防災情報システムの構築に
関するアンケート調査 
調査対象 全国の 47 都道府県、および 20 政令指定都市 
調査実施日 2015 年（平成 27 年）1 月 30 日以降 





























図 2 災害情報システムの整備状況に関するアンケート調査票（抜粋） 
  
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 





表 2 災害情報システムの整備状況に関するアンケート調査の質問項目一覧 
































































との質問に対して、全国 47 都道府県のうち 9 割以上（92%）にあたる 43 都道府県が

















































































所、開設日時、避難者数、その他避難所に関する情報」がともに 1 位（回答数 37）で
ある。続いて、3 位（回答数 36）に「市町村が報告する消防庁第 4 号様式3による情報」、
                                                  
2 公共情報コモンズ：現在の L アラート（平成 26 年 8 月に名所変更）。Ｌアラートは、自治体が
発する地域（ローカル）の災害情報を集約し、テレビやネット等の多様なメディアを通して一括
配信する共通基盤。総務省の実証等を経て平成 23 年 6 月から一般財団法人マルチメディア振興
センターにより「公共情報コモンズ」として運営開始。 
3 消防庁第 4 号様式：火災・災害等即報要領（消防庁）に規定されている様式。災害発生時にお
1 基礎情報（被害推計、避難所位置、想定浸水域）等の提供による住民避難支援 
 2 自然災害・気象状況、降雨状況等の把握 
 3 職員の安否・参集の把握 
 4 市町村からの被害情報、避難状況、対応状況の報告 
 5 国への被害情報等の報告 
 6 インフラ・ライフライン被災状況の把握 
 7 市町村等との被害情報、対策状況等に係る情報共有 
 8 幹部や統裁部門における状況把握、オペレーション、指示報告の効率化等支援 











































































2.2.1. 九州地方 A 市における災害情報システムの活用実態 
A 市は九州地方に位置する人口約 5 万人の内陸の基礎自治体である。本庁舎以外に 2
か所の支所を有しており、3 つの庁舎を拠点として災害対応を行っている。2015 年（平
成 27 年）8 月 25 日午前 2 時頃の最接近が予想されていた台風 15 号に備え、24 日 18
時に避難準備情報を発表した上で、市内 36 か所の避難所を開設した。24 日 21 時には合
計 46 名の避難者を収容している。25 日 19 時 20 分大雨洪水警報、22 時 08 分暴風警報
が発表されたことを受け、26 日 0 時に非常配備に移行するとともに災害対策本部を設置
している。災害対応を所掌する危機管理課では、課長以下 4 名の職員が 26 日朝まで災
















 A 市職員の発話 2： 県の災害情報システムを通じて情報共有できる範囲が限ら
れており、県庁以外の防災関係機関（例えば県の出先機関）への情報提供は、従
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 



























写真 5 2015 年（平成 27 年）台風 15 号への対応時の A 市の様子 
 




2.2.2. 中部地方 B 市における災害情報システムの活用実態 
B 市は、中部地方に位置する人口約 38 万人の中核市である。2015 年（平成 27 年）9
月 9 日朝の最接近が予想されていた台風 18 号に備え、8 日夕方に市内 4 カ所の避難所を









































写真 6 2015 年（平成 27 年）台風 18 号への対応時の B 市の防災担当課の様子 
（丸印の位置に県の災害情報システムを設置） 
  
                                                  
5 Ｌアラート：自治体が発する地域（ローカル）の災害情報を集約し、テレビやネット等の多様






















































































                                                  
6 大分県防災情報システム：大分県防災情報システムについて（2018 年 7 月閲覧） 
http://www.pref.oita.jp/soshiki/13582/ooitabosaijohosystem.html 
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 







































































ム」であり、基礎自治体に対して「情報系システム」の入力者として、図 6 の右側の 2


























































































伊勢ら(2017) [18]では、全国 1741 の市区町村に対して、災害情報システムの現状につ
いてアンケート調査を実施している。調査票は、2017 年 5 月に郵送され、全国 1741 の
市区町村のうち 710 から回答を得ている。さらに同年 9 月に、回答を得た 710 の市区町
村に対して追加調査を実施し、455 の市区町村から再回答を得ている。アンケート調査
の概要を伊勢ら(2017) [18]より抜粋し、表 4 に示した上で、質問および回答結果を引用
し、2.3.4 に示した“システム・ギャップ”に関して考察を行う。 
 
表 3 全国市区町村アンケート調査の概要 
 項 目 内  容 
1 調査対象 全国の 1718 市町村および 23 特別区、合計 1741 の防災担当課長、ま
たはこれに準ずる方 
2 調査方法 郵送によるアンケート用紙の配布および回収した。 
アンケート用紙へ回答を直接記入することを基本とした。 
3 質問内容 表 4 に示す。 
4 調査期間 【本調査】 
・平成 29 年 5 月中旬より随時郵送した。 




・対象は本調査に回答を得た 710 の基礎自治体とした。 
・平成 29 年 9 月中旬より随時送付した。 
・回答〆切を平成 29 年 10 月 6 日消印有効としたが、10 月 15 日到着
分までを有効とした。 
5 回答者数 【本調査】 710／1741 (40.8%) の基礎自治体から回答を得た。 
【追加調査】455／710 (64.1%) の基礎自治体から回答を得た。（上記
の本調査で回答を得た 710 市区町村を対象とした。） 
 
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 
























項 2.4.3 に記述する。 
前述の通り、問 3 において都道府県の整備した災害情報システムに対して、ほとんど

















表 4 全国市区町村アンケート調査結果の概要 





























































































調査の概要を表 5 に、調査結果を表 6 および図 8 に示す。 
 
表 5 基礎自治体の独自システムと道府県システムの連接状況に関する補足調査の概要 
項 目 内 容 
調査実施日 2018 年 8 月 3 日（金）、8 日（水）、9 日（木）の 3 日間 




623 の 17%が 110 となる。 










                                                  
7 アンケート調査全体に対して回答を得た基礎自治体は 710 か所であり、17%は 120 か所に該当
するが、設問ごとに回答していない基礎自治体が存在する。このため、問 4 における 17%は 110
か所となる。 
8 ISUT (Information Support Team)：アイサット。災害時情報集約支援チーム。平成 28 年熊本
地震等の教訓より、内閣府が平成 30 年度から試験的に運用を始めている。 
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 





表 6 基礎自治体の独自システムと道府県システムの連接状況に関する補足調査結果 
質 問 （電話による口頭質問） 
回 答 




1. 連接している 5 4.5%
2. 連接していない 105 95.5%
合計 110 100%











図 8 基礎自治体の独自システムと道府県システムの連接状況 
 
 






























































































































































なお、実証実験の対象を、高知県高幡地域の 1 市 4 町および高知県須崎地域本部として










                                                  
9 官民協働危機管理クラウドシステム：国立研究開発法人 防災科学技術研究所が、平成 23 年度
より研究開発を行っている Web-GIS を基盤とする災害情報システム。詳細については以下のホ
ームページを参照とする。 
http://ecom-plat.jp/k-cloud/ （2018 年 7 月閲覧） 
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 






























































































奨設定、つまり初期設定を表 7 に示す。 
 
表 7 官民協働危機管理クラウドシステムの推奨設定（平成 28 年当時） 
第 1 階層タブ 第 2 階層タブ メニューボタン 
1.監視・観測 A.監視・観測情報 ①監視・観測情報（一元表示） ②監視カメラ情報 ③テレメータ水位情報
④テレメータ雨量情報 ⑤ダム放流情報 





①避難勧告・指示の発令・更新 ②L アラート(ﾒﾃﾞｨｱ)発信 ③L アラート(緊




A.被災状況の登録 ①新規登録 ②登録情報の更新 ③情報提供先などの入力・更新 ④情
報一覧(全部) ⑤情報一覧(自 ID 向けのみ) ⑥対応履歴 
4.救助要請 A.要救助者への対応 ①要救助者の入力・更新 ②救助活動状況の入力・更新 ③対応状況 ④
対応履歴 
5.本部設置 A.体制発令 ①体制の発令，移行，解除 ②対応状況 ③対応履歴 
B.庁舎の被災状況 ①建物の被災 ②ライフラインの被災と復旧見込 ③代替拠点への移行
④対応状況 ⑤対応履歴 
C.職員参集 ①参集メールの送信 ②安否確認・参集状況の管理 ③対応状況 
6.避難所開設 A.避難所（一般）の開
設 
①開設要請避難所の選択 ②開設要請 ③開設状況の管理 ④避難所の
追加登録 ⑤L アラート(ﾒﾃﾞｨｱ)発信 ⑥L アラート(緊急速報ﾒｰﾙ)発信 ⑦
Facebook による周知 ⑧twitter による周知 ⑨対応状況 ⑩対応履歴 
B.避難所(一般)の状
況把握と物資配給 
①避難者数の状況 ②食料の不足状況 ③寝具の不足状況 ④トイレの
設置状況 ⑤対応状況 ⑥対応履歴 
C.福祉避難所の開設 ①開設要請避難所の選択 ②開設要請 ③開設状況の管理 ④避難所の
追加登録 ⑤対応状況 ⑥対応履歴 
D.福祉避難所の状況
把握と物資配給 
①避難者数の状況 ②食料の不足状況 ③寝具の不足状況 ④トイレの
設置状況 ⑤対応状況 ⑥対応履歴 
7. 道 路 規 制 ・
復旧 
A.広域搬送ルート ①被災箇所の入力・更新 ②被害が予測される重要路線の状況の入力・




A.消防４号様式 ①人的被害の登録 ②住家被害の登録 ③土木被害の登録 ④ライフライ
ン被害の登録 ⑤保健被害の登録 ⑥農林被害の登録 ⑦民生被害の登
































図 13 に鈴木(2009) [8]に示される標準プロトコル方式の概念図を示す。 
 
  





https://risk.ecom-plat.jp/index.php?site_id=13012 （2018 年 7 月閲覧） 
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 





































図 12 分散相互運用（本システム）の概念図 
  
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 










































































































































表 8 高幡地域における実証実験の全体スケジュール 
実施日 実施内容 概要 
2016 年（平成 28 年） 
7 月 1 日 
事前説明会 システム概要に関する説明会 
2016 年（平成 28 年） 
8 月 22 日 
操作体験会 南海トラフ巨大地震を想定した災害シナリオに
沿った操作体験会 
2016 年（平成 28 年） 





2016 年（平成 28 年） 




















物被害などにより、道路網が寸断され孤立することが懸念される。平成 25 年 5 月 15 日
に高知県が発表した「【高知県版】南海トラフ巨大地震による被害想定について」11によ







                                                  
11 【高知県版】南海トラフ巨大地震による被害想定について：高知県のホームページ参照。 
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/010201/higaisoutei-2013.html （2018 年 7 月閲覧） 
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 

















図 15 高知県高幡地域の位置図 
（高幡広域市町村圏事務局のホームページより、2017 年 3 月閲覧） 
 
 








須崎市 3,700 1,000 520 
中土佐町 2,400 810 440 
津野町 70 490 270 
梼原町 40 290 160 
四万十町 650 1,700 980 

























高幡地域の 1 市 4 町および高知県の参加する平成 28 年度 第１回 高幡広域危機管理





に沿った訓練形式で実施した。表 10 に操作体験会の概要、表 11 に災害シナリオの概
要、写真 7 に操作体験会の様子を示す。 
 
表 10 操作体験会の概要 
項 目 内 容 
日 時 2016 年（平成 28 年）8 月 22 日（月） 
13:30～１7:05 
場 所 須崎市役所 
参加自治体 
（1 県 1 市 4 町） 
高知県，須崎市，中土佐町，梼原町，津野町，四
万十町 
参加者 各自治体より 1～4 名 
課長補佐/係長級，主査/主事級の実務者 















表 11 操作体験会で用いた災害シナリオの概要 
 被害様相 各自治体への主な対応 
場面 1 ・13 時，四国沖を震源とする M9.0 の地震
が発生 








































や情報デザインに関する問題点について、1 県 1 市 4 町の防災担当者にインタビューを実
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 







ンタビュー調査の実施日を表 12 に示す。 
 
表 12 操作体験後インタビュー調査実施日 
自治体名 操作体験後インタビュー調査実施日 
自治体 C 2016 年（平成 28 年）9 月 13 日（火） 
自治体 D 2016 年（平成 28 年）9 月 13 日（火） 
2016 年（平成 28 年）10 月 7 日（金） 
自治体 E 2016 年（平成 28 年）9 月 13 日（火） 
2016 年（平成 28 年）10 月 25 日（火） 
自治体 F 2016 年（平成 28 年）10 月 25 日（火） 
自治体 G 2016 年（平成 28 年）10 月 26 日（水） 
自治体 H 2016 年（平成 28 年）9 月 12 日（月） 















写真 8 操作体験後インタビュー調査の様子 





















再設定後インタビュー調査の実施日を表 13 に示す。 
 
表 13 再設定後インタビュー調査実施日 
自治体名 再設定後インタビュー調査実施日 
自治体 C 2017 年（平成 29 年）1 月 5 日（木） 
自治体 D 2017 年（平成 29 年）1 月 5 日（木） 
自治体 E 2017 年（平成 29 年）1 月 6 日（金） 
自治体 F 2017 年（平成 29 年）1 月 5 日（木） 
自治体 G 2017 年（平成 29 年）1 月 6 日（金） 













写真 9 再設定後インタビュー調査の様子 






















これは、2.2.1 で示した九州地方の A 市職員の発話１、および 2.2.2 で示した中部地方





















表 14 各自治体の特性を踏まえた推奨設定からの変更事項 
 自治体 C 自治体 D 自治体 E 自治体 F 自治体 G 自治体 H 
1.監視・観測 ・現行通り ・現行通り ・現行通り ・現行通り ・現行通り ・「水門，陸閘」を
追加 
2.避難勧告・指示 ・現行通り ・SNS 関連は削
除 
・発令単位は字 

















4.救助要請 ・不要 ・不要 ・不要 ・不要 ・不要 ・不要 










































































































































自治体 D および F は消防団の展開状況を管理するタブの追加が希望された。自治体
B には大きく入り組んだ湾があり、水害時にはたくさんの集落が孤立する。こうした
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 















 質問 1) 本システムが市町村の（広域避難における）意思決定に活用できると感じ
ましたか？ 
 質問 2) 本システムが市町村の業務にとって有効であると感じましたか？ 








































自治体 質問 1 質問 2 質問 3 質問 1 質問 2 質問 3 
C ①：+2 ①：+2 ①：+2 ①：+2 ①：+2 ①：+2 
D ①：+2 ①：+2 ①：+2 ①：+2 ①：+2 ①：+2 
E ②：+1 ②：+1 ③： 0 ①：+2 ②：+1 ①：+2 
F ①：+2 ②：+1 ②：+1 ①：+2 ②：+1 ①：+2 
G ②：+1 ③： 0 ③： 0 ①：+2 ①：+2 ①：+2 
H ①：+2 ①：+2 ①：+2 ①：+2 ①：+2 ①：+2 
合計点 +10 +8 +7 +12 +10 +12 
平均点 +1.7 +1.3 +1.2 +2.0 +1.7 +2.0 
質問 1) 本システムが市町村の（広域避難における）意思決定に活用できると感じましたか？ 
質問 2) 本システムが市町村の業務にとって有効であると感じましたか？ 
質問3) 本システムが市町村から県への報告用の情報システムとして有効であると感じましたか？
①そう思う：+2 点         ②ややそう思う：+1 点    ③どちらでもない：0 点 







































































































らは、2.2.2 で示した B 市職員の発話 2 や 3.4.2 で具体的に示したように、様々な地域特
性から求める情報デザインが異なっており、これらを反映した情報システムに再編する過
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 












































































図 16 道具を用いる認知システム（Hutchins,1994） 
（上野(1999) [19]より引用） 
 














































































































































































四万十町は、高知県南西部の高岡郡に位置する人口約 1 万 7 千（2018 年 4 月 30 日
現在）の町である。2006 年（平成 18 年）3 月 20 日に、 高岡郡窪川町と幡多郡大正
町および十和村が合併し四万十町が発足している。東から西に流れる四万十川の中流
域にあり、東南部は土佐湾に面している。町域は東西 43.7km、南北 26.5km、総面積
642.30km2 であり、そのうち林野が 87.1％を占め、田畑は 4.8％である。集落の多く
は四万十川とその支流の河川沿いや台地上にあり、一部は土佐湾に面する海岸部にあ
る（図 19 参照）。 





町役場のある窪川地区は、海岸から直線で約 7km、標高約 230m の内陸部であるため
                                                  
13 年降水量：気象庁のホームページ「各種データ・資料」を参照。 
http://www.jma.go.jp/jma/menu/menureport.html （2018 年 7 月閲覧） 
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 





















図 19 四万十町の位置図 











写真 10 四万十町役場 

















四万十町における本システムの実証実験は、2015 年 6 月に始まる。筆者らの研究開
発する本システムの概要について、四万十町役場危機管理課に説明し、同年 8 月 20
日に開催された平成 27 年度 第 1 回 高幡広域危機管理検討会において、本システムの
機能を高幡地域の 1 市 4 町および高知県須崎地域本部に紹介した。その後、約 1 年間








実際の災害対応における活用としては、2016 年の台風シーズンに 1 回、2017 年に









































表 16 四万十町へのインタビュー調査実施日および本システムの運用と期分け 
実施日 主な内容 期分け：本システムの状況





8 月 11 日 事業継続計画の作成支援に関する協議 
8 月 20 日 平成 27 年度 第１回 高幡広域危機管理検討
会にて、本システムを紹介 
2016 年 1 月 29 日 高幡地域（1 市 4 町および高知県地域本部）に
対する本システムの説明会 
2 月 16 日 1/29 実施の本システムの説明会に関する事後
インタビュー調査 
7 月 12 日 8/22 予定の操作体験会の事前インタビュー調
査 








9 月 12 日 8/22 実施の本システムの操作体験会の事後イ
ンタビュー調査 
9 月 19・20 日 台風 16 号対応において本システムを初めて活
用 
9 月 21 日 台風16号対応で本システムを活用後のインタビ
ュー調査 
10 月 6 日 本システムの設定変更のためのインタビュー調
査 
12 月 8 日 本システムの設定変更後のインタビュー調査 
2017 年 1 月 6 日 本システムの再設定変更後のインタビュー調査 





10 月 22 日 台風 21 号対応に本システムを活用 
10 月 29 日 台風 22 号対応に本システムを活用 
11 月 21 日 幹部会議訓練において本システムを活用 
11 月 30 日 幹部会議訓練において本システムを活用後のイ
ンタビュー調査 
2018 年 3 月 20 日 本システムの導入効果に関するインタビュー調
査 
5 月 31 日 これまでの発話の変化を被験者に示した上での
振り返りインタビュー調査 
6 月 18 日 これまでの運用体制の変化に関するインタビュ
ー調査 
7 月 1 日 台風 7 号対応に本システムを活用 
7 月 5 日 平成 30 年 7 月豪雨への対応において本システ
ムを活用 

















本節では、2015 年 6 月からの約 3 年間を、第Ⅰ期から第Ⅲ期までの 3 つの期間に分
類し、各期におけるシステムの状況および運用状況を以下に整理し、四万十町において
本システムに対する学習と理解が進み、自律的に活用するに至っていることを示す。ま
た、参考情報として、（4）に 2018 年 7 月に発生した平成 30 年 7 月豪雨への対応につい
ても示す。 
 
（1） 第Ⅰ期：推奨設定の状態（2015 年 6 月～2016 年 7 月） 
第Ⅰ期は、四万十町に対して本システムを初めて紹介した 2015 年 6 月から、高幡









を設定した推奨設定の状態である。推奨設定を表 17 に示す。 
 
 四万十町には約 200 か所の避難所があり、地図画面で表示すると、ピクトグラ


































 幹部に対しては、タブレット PC による閲覧を予定しているため、タブレット













表 17 タブとメニューの推奨設定（第Ⅰ期）（表 7 の再掲） 
第 1 階層タブ 第 2 階層タブ メニューボタン 
1.監視・観測 A.監視・観測情報 ①監視・観測情報（一元表示） ②監視カメラ情報 ③テレメータ水位情






①避難勧告・指示の発令・更新 ②L アラート(ﾒﾃﾞｨｱ)発信 ③L アラート




A.被災状況の登録 ①新規登録 ②登録情報の更新 ③情報提供先などの入力・更新 ④
情報一覧(全部) ⑤情報一覧(自 ID 向けのみ) ⑥対応履歴 
4.救助要請 A.要救助者への対応 ①要救助者の入力・更新 ②救助活動状況の入力・更新 ③対応状況
④対応履歴 
5.本部設置 A.体制発令 ①体制の発令，移行，解除 ②対応状況 ③対応履歴 
B.庁舎の被災状況 ①建物の被災 ②ライフラインの被災と復旧見込 ③代替拠点への移
行 ④対応状況 ⑤対応履歴 
C.職員参集 ①参集メールの送信 ②安否確認・参集状況の管理 ③対応状況 
6.避難所開設 A.避難所（一般）の開
設 
①開設要請避難所の選択 ②開設要請 ③開設状況の管理 ④避難
所の追加登録 ⑤L アラート(ﾒﾃﾞｨｱ)発信 ⑥L アラート(緊急速報ﾒｰﾙ)




①避難者数の状況 ②食料の不足状況 ③寝具の不足状況 ④トイレ
の設置状況 ⑤対応状況 ⑥対応履歴 
C.福祉避難所の開設 ①開設要請避難所の選択 ②開設要請 ③開設状況の管理 ④避難
所の追加登録 ⑤対応状況 ⑥対応履歴 
D.福祉避難所の状況
把握と物資配給 
①避難者数の状況 ②食料の不足状況 ③寝具の不足状況 ④トイレ








A.消防４号様式 ①人的被害の登録 ②住家被害の登録 ③土木被害の登録 ④ライフ
ライン被害の登録 ⑤保健被害の登録 ⑥農林被害の登録 ⑦民生被









（2） 第Ⅱ期：カスタマイズ中の状態（2016 年 8 月～2017 年 3 月） 
第Ⅱ期は、高幡広域危機管理検討会において操作体験会を実施した 2016 年 8 月か




平成 28 年度 第 2 回 高幡広域危機管理検討会において実施した操作体験会（2016




関する要望を、表 19 に第Ⅱ期以降の本システムの四万十町向けの設定を示す。 
表 18 に示した要望事項のうち、「設定変更で対応できるもの」については 2016 年
末までに設定変更を終え、「新たな開発を伴うもの」については 2017 年 3 月末ごろ
に実装が完了している。 
 
表 18 四万十町のシステム設定・改修に関する要望 
 四万十町の要望 
設定変更で対応できるもの 新たな開発を伴うもの 
1.監視・観測 ・「水門，陸閘」を追加 ― 





4.救助要請 ・不要 ― 










7.道路規制・復旧 ・不要（「3.被災状況の集約」に統合） ― 













表 19 タブとメニューの推奨設定（第Ⅱ期以降） 
第 1 階層タブ 第 2 階層タブ メニューボタン 
1.監視・観測 A.監視・観測情報 ①監視・観測情報（一元表示） ②監視カメラ情報 ③テレメータ水
位情報 ④テレメータ雨量情報 ⑤ダム放流情報 
B.水門・陸稿 ①開閉状況の管理 ②対応状況（広域） 
2.本部設置 A.体制発令 ①体制の発令，移行，解除 ②対応状況 








①避難勧告・指示の発令・更新 ②L アラート(ﾒﾃﾞｨｱ)発信 ③L ア




①避難所一覧 ②避難所の追加登録 ③避難者数 ④食料・寝
具・トイレ ⑤その他 ⑥L アラート(ﾒﾃﾞｨｱ)発信 ⑦L アラート(緊急




①福祉避難所一覧 ②福祉避難所の追加登録 ③避難者数 ④
食料・寝具・トイレ ⑤その他 ⑥対応状況 
6.被災状況の
集約 
A.被災状況の登録 ①新規登録 ②登録情報の更新 ③情報提供先などの入力・更
新 ④情報一覧(全部) ⑤情報一覧(自ID向けのみ) ⑥対応状況
B.広域搬送ルート ①規制区間および迂回ルートの入力・更新 ④対応状況（広域） 
7.医療救護所 A.医療救護所 ①開設状況の管理 ②医療救護所の追加登録 ③トリアージの状
況 ④対応状況 
8.被害集計 A.消防４号様式 ①人的被害の登録 ②住家被害の登録 ③土木被害の登録 ④
ライフライン被害の登録 ⑤保健被害の登録 ⑥農林被害の登録





上記 1）に示した通り、平成 28 年度 第 2 回 高幡広域危機管理検討会において、
本システムを活用した図上訓練（2016 年 8 月 22 日実施）で操作を体験した後、台風
16 号（2016 年 9 月 19・20 日）への実災害対応において、試験的ではあるが、本シ




平成 28 年の台風 16 号は、2016 年で初めて西日本広域で大きな影響を与えた台風
であった。台風接近前から台風からの湿った空気により各地で大雨となり、愛知県岡
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 








解析によれば、20 日 0 時過ぎに鹿児島県の大隅半島から上陸する直前の中心気圧は
955hPa、中心付近の最大風速は 40m/s に修正されており、これは「強い勢力」であ
る。また、気象庁の記録によると、窪川（四万十町）の降水量は、19 日 74.5mm、
20 日 295.0mm、2 日間合計で 369.5mm。1 時間最大雨量は 20 日 08:25 までの 1 時




































表 20 に 2016 年台風 16 号への対応時における本システムの活用状況（入力した情
報項目等）を示す。 
 




















5.福祉避難所 活用せず ― 
6.被災状況の集約 活用せず 入力の方法が分からなかった 
7.医療救護所 活用せず ― 




















（3） 第Ⅲ期：カスタマイズ完了の状態（2017 年 4 月～2018 年 7 月） 



























































2018 年 6 月現在までの四万十町役場の本システムの習熟状況を示す例として、
2017 年台風 18 号への対応における本システムの活用状況を示す。 
2017 年 9 月 9 日マリアナ諸島で発生した台風 18 号は、17 日 11 時半頃に鹿児島
県南九州市付近に上陸。その後、台風は暴風域を伴ったまま日本列島に沿って北上し、
17 日 17 時頃に高知県宿毛市付近に、17 日 22 時頃に兵庫県明石市付近、18 日 10 時
頃に北海道桧山地方に再上陸し、18 日 21 時にサハリンで温帯低気圧となった。大
分県佐伯市宇目で 89.5 ミリ、北海道大樹町大樹で 85.0 ミリを観測し、いずれも観
測史上１位の値を更新するほどの、強い雨をもたらした。 
高知県への影響としては、気象庁の記録によると、窪川（四万十町）の降水量は、
16 日 38.5mm、17 日 342.0mm、2 日間合計で 380.5mm。1 時間最大雨量は 17 日に




























図 24 平成 28 年台風 16 号の経路（気象庁ホームページより） 
 
 
この台風 18 号への対応として、高知県宿毛市付近に台風が上陸する 2 日以上前の
15 日 15 時 13 分、四万十町は、本システムへ災害イベント登録を行い、活用を始め
ている。災害イベント登録とは、本システムで災害対応を管理する上で、一連の対応
を記録し始める行為である。 
宿毛市に台風が上陸する 1 日以上前である 16 日 13 時には最初の対策会議を行い
「台風 18 号対策会議メモ」として本システムに議事録を格納している。議事録の管
理は、一連の台風対応が完了し、本システムの活用を終了する 22 日 11 時 58 分まで























図 25 2017 年台風 18 号への対応における対策本部会等の議事録整理 
 
この台風では、四万十町でも内水氾濫が発生し、床下浸水が発生している。こうし
た中、図 26 および図 27 に示すように、住民からの被害通報記録やその対応につい
て、表画面（図 26）および地図画面（図 27）の双方で整理されている。本システ


























































2.本部設置 本部設置状況を随時入力 ― 




5.福祉避難所 活用せず 運用方法を担当部局と検討中 
6.被災状況の集約 入力あり 図 26、図 27 参照 
7.医療救護所 活用せず 隣接自治体と連携した活用検討
中 























（4） 平成 30 年 7 月豪雨での対応（参考） 
平成 30 年 7 月豪雨における本システムの設定・改修および運用状況について、以下

















7 月 6 日 17 時 10 分に長崎、福岡、佐賀の 3 県に大雨特別警報が発表され、続いて
19 時 40 分に広島、岡山、鳥取、22 時 50 分に京都、兵庫と、1 日で 8 府県に大雨特
別警報が発表された。翌 7 日 12 時 50 分には岐阜県にも大雨特別警報が発表され、
翌 8 日 5 時 50 分に高知、愛媛の 2 県にも大雨特別警報が発表された。最終的に大雨
特別警報の運用を開始して以来最多となる計 11 府県で大雨特別警報が発表され、平
成に入ってからの豪雨災害としては最悪となる死者 200 人を超えた。 
この豪雨災害で、災害救助法の適用を受けた自治体は、7 月 25 日現在で、全国で
11 府県、62 市 38 町 4 村の合計 104 の基礎自治体となっており、7 月 24 日には激
甚災害として指定することが閣議決定されている。 
平成に入ってからの最悪の豪雨災害となったこの災害に対して、四万十町役場にお
いては、5 日 10 時 44 分に本システムを起動し、「H30.7.5_梅雨前線による大雨」と
いう仮称で災害対応の記録を開始している。第 1 回災害対策本部員会を 5 日 11 時 40
分に開催したことに始まり、対策本部員会を合計 4 回開催した。その後、5 時 35 分
に土砂災害警戒情報が発表されたことを承け、第 1 回災害対策本部会を 6 日 6 時 45






















図 28 平成 30 年 7 月豪雨により災害救助法の適用を受けた基礎自治体 















図 29 平成 30 年 7 月豪雨への対応における対策本部会等の議事録整理 
 
6 日 7 時 41 分大雨警報は発表となり、6 日 13 時に一部の地域に、避難準備・高齢
者等避難開始を発表し、該当地域の避難所を開設している。さらに 8 日 5 時 11 分に
洪水警報、8 日 5 時 50 分に四万十町を含む高知県に大雨特別警報が発表され、同日
14 時 50 分の大雨警報への移行まで 9 時間にわたり大雨特別警報が継続された。 
しかしながら、四万十町においては幸いにも大きな降水量とはならず、大雨特別警
報の継続時間とほぼ一致する 8 日 6 時から 15 時までの 9 時間で、窪川（四万十町）
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 





7 日 168.0mm、1 時間最大 63.5mm、8 日 142.5mm、1 時間最大 24.5mm を記録す





図 30 に災害対応体制の管理画面を示す。平成 30 年 7 月豪雨の直前に、台風 7 号
への対応を行っているが、この台風 7 号対応の体制が、6 日 5 時 10 分（更新日時：6
日 8 時 15 分）に解除となり（図中の下から 3 行目）、6 日 8 時 00 分（更新日時：8
字 15 分）に再び、豪雨対応として「準備体制」に移行したことが示されている（図
















図 30 平成 30 年 7 月豪雨への対応における災害対応体制の管理 
 
























図 31 平成 30 年 7 月豪雨への対応における避難勧告／指示等の発表状況管理（地図画面） 
















図 32 平成 30 年 7 月豪雨への対応における避難勧告／指示等の発表状況管理（地図画面） 
（黄色部が避難準備・高齢者等避難開始、橙色部が避難勧告） 






















図 33 平成 30 年 7 月豪雨への対応における避難勧告／指示等の発表状況管理（地図画面） 
（黄色部が避難準備・高齢者等避難開始、赤色部が避難指示） 
















図 34 平成 30 年 7 月豪雨への対応における避難所の管理（地図画面） 
（背景の着色は、避難勧告／指示等を示す） 
（2018 年 7 月 8 日 00:00 の状況） 
  
基礎自治体の多様性を踏まえた災害情報システムのあり方に関する考察 









このように、上記（3）2）に示した 2017 年台風 18 号対応の際と同様に、四万十
町役場の職員のみで、自律的に本システムを起動し、実際の災害対応に活用すること
ができるまでに、習熟が進んでいることが示されている。 










2.本部設置 本部設置状況を随時入力 図 30 参照 
3.避難勧告・避難指示 入力あり 図 31、図 32、図 33 参照 
4.避難所 入力あり 
開設状況、避難者数を入力 
図 34 参照 











合計 13 回の議事録を格納 

































 2016 年 9 月の台風 16 号の対応においては、担当者が試験的に本システムを使っ
てみて、問題点などを指摘したが、組織的な活用は行っておらず、他の職員はデ
ータ入力、閲覧など、一切活用していない。（第Ⅲ期：2018 年 7 月 12 日の発話） 
 現状は、危機管理課、総務課、各振興局については本システムによる情報連携が
できている。（第Ⅲ期：2018 年 6 月 18 日の発話） 
 危機管理課の中においては、本システムによる情報共有が徹底されている。（第Ⅲ
期：2018 年 6 月 18 日の発話） 
 今回の対応（平成 30 年 7 月豪雨）では、大きな被害に至らなかったが、十和地域
振興局、大正地域振興局からも、質問なくスムーズに情報の入力ができた。必要
な情報をちゃんと把握することができた。（第Ⅲ期：2018 年 7 月 12 日の発話） 
 （システム不具合のために一時的にシステムの活用ができなくなった時に）総務
課の職員から、「システム使えないの？」と災害対応にシステムが活用できなくな
ることを嘆く発言があった。（第Ⅲ期：2018 年 7 月 12 日の発話） 
 将来は、情報スキルの低い課に対しては、グループウェア等を活用するなどして、
全ての課からの情報が本システムに集約されるようにしたい。（第Ⅲ期：2018 年 7











（カスタマイズ完了段階：2018 年 6 月現在）の本システムの活用範囲、さらに、図 37
































図 36 第Ⅲ期（カスタマイズ完了段階：2018 年 6 月現在）の本システムの活用範囲 
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図 37 将来の最終的な本システムの活用範囲イメージ 
 















































2018 年 3 月 20 日の発話） 
 これまで災害対応の議事録の管理が、災害毎にバラバラであったが、本システム
を活用するようになり、本システムの中でその他の情報とともに一括管理するよ


























写真 11 四万十町の災害対策本部員会で本システムを活用している様子 









まっていなければ、システムの改修も進まない。（第Ⅱ期：2016 年 9 月 12 日の
発話） 
 我々の運用体制が追いついていない点もあり、システムを活用するための体制






















 四万十町には約 200 か所の避難所があり、地図画面で表示すると、ピクトグラ
ムが重なって見にくい。（第Ⅰ期：2016 年 2 月 16 日の発話） 
 幹部に対しては、タブレット PC による閲覧を予定しているため、タブレット
向けの見やすい画面が必要である。（第Ⅰ期：2016 年 2 月 16 日の発話） 
 幹部は見やすければよい。入力する職員は、タブレットではなく、大きな画面
のある PC で入力することを想定している。（第Ⅰ期：2016 年 2 月 16 日の発話） 
 
これが、2016 年 8 月の本システムを活用した図上訓練（第Ⅱ期）、あるいは 2016









































いて、表 16 に示すように、2016 年 8 月 22 日の平成 28 年度 第 2 回 高幡広域危機管














の構成、つまり扱いたい情報項目が異なると思う。（第Ⅱ期：2017 年 1 月 6 日
の発話） 
 タブによる可視化によって、議論をすることが可能となる。議事録一つとって
も、各機関で取り扱い方が違う。（第Ⅲ期：2018 年 5 月 31 日の発話） 
 須崎市は、消防団を管理するタブも要望があった。また巡航船の管理など、交
通状況を把握するためのタブの要望がある。これは我々とは違う考え方である。
（第Ⅲ期：2018 年 5 月 31 日の発話） 
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 職員が 50 名ぐらいの役場であれば、口頭で情報共有が可能かも知れないが、四万
十町ぐらいの規模になると、ICT を活用した何らかの災害情報システムを活用で




修も進まない。（第Ⅱ期：2016 年 9 月 12 日の発話） 
 これまでは、情報入力者としての視点から、システム改修や再設定を検討してき
た。これからは、幹部など閲覧者側の視点により改善についても考えなくてはい
けないかもしれない。（第Ⅲ期：2018 年 5 月 31 日の発話） 
 我々の運用体制が追いついていない点もあり、システムを活用するための体制作













































































































































































体 H の職員が、 
 



























































































                                                  
15 戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）研究開発計画案中間発表の資料から抜粋
http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/140205ws/sip_nakashima0205.pdf （2018 年 7 月閲覧） 
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さらに、高知県四万十町役場の皆様におかれましては、第 4 章に示した通り、約 3 年間に
わたる長期的な実証実験、あるいは、繰り返し実施されるインタビュー調査に、ひとかたな
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